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究所（National Key Centre in Industrial Relations）の准教授に就任した。しかし、彼は大学における研究
教育関連の職務に長くとどまることなく、1993年にコンサルタント事務所を開設して、経営コンサルタン
トとして開業する道を選択した。彼は、国際的レベルでも著名なコンサルタントとして、技能訓練や雇用
開発領域を中心とする調査研究などに従事して現在に至っている。
本稿は、その内容を一読すればわかるように、オーストラリアにおける最近の労働・社会保障分野にお
けるワークフェア（Workfare）政策の展開過程に焦点を合わせた、極めて注目すべき論述を展開する論
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文である。また、本稿は、オーストラリアにおける政策展開をイギリスの政策動向と比較検証するという、
極めて興味深い研究視点を含む意欲的な分析を提示する内容となっている。わが国においても、教育・雇
用・社会保障分野における政策転換が焦眉の課題として浮上している折から、本稿は極めて示唆的な比較
研究アプローチとして注目すべきであろう。
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